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受益者のみなさまへ 
毎々、格別のご愛顧にあずかり厚くお礼申し上げ

ます。 
さて、「アライアンス・バーンスタイン・日本プ

レミア・バリュー株投信」は、このたび第27期の
決算を⾏いました。 

ここに、当期の運用状況をご報告申し上げます。 
今後とも⼀層のお引き⽴てを賜りますよう、お願

い申し上げます。 

●当ファンドの仕組み 
当ファンドの仕組みは次のとおりです。 

商 品 分 類 追加型投信／国内／株式 

信 託 期 間 2009年2月24日（当初設定日）から2024年2月
27日までです。 

運 用 方 針 
アライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マ
ザーファンド受益証券への投資を通じて、主として
わが国の株式に分散投資することにより、⻑期的な
信託財産の成⻑を目指します。 

主 要 
運 用 対 象 

アライアンス・バーンスタイン・ 
日本プレミア・バリュー株投信 

主としてアライアンス・バーン
スタイン・日本バリュー株マ
ザーファンド受益証券に投資
します。 

アライアンス・バーンスタイン・ 
日本バリュー株マザーファンド 

主としてわが国の株式に投資
します。 

組 入 制 限 

アライアンス・バーンスタイン・ 
日本プレミア・バリュー株投信 

① 株式への実質投資割合には
制限を設けません。 

② 実質外貨建資産への投資は
⾏いません。 

アライアンス・バーンスタイン・ 
日本バリュー株マザーファンド 

① 株式への投資割合には制限
を設けません。 

② 外貨建資産への投資は⾏い
ません。 

分 配 方 針 

毎決算時に、原則として以下の方針に基づき分配を
⾏います。 
① 分配対象額の範囲は、経費控除後の利⼦・配当等

収益および売買益（評価益を含みます。）等の全
額とします。 

② 分配⾦額は、委託者が基準価額⽔準、市場動向等
を勘案して決定します。ただし、分配対象額が少
額の場合には、分配を⾏わないこともあります。 

③ 留保益の運用については、特に制限を設けず、「基
本方針」および「運用方針」に基づいて運用を⾏
います。 

 

 
アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

追加型投信／国内／株式 
第27期(決算日2022年８月29日) 
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

○最近５期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 

株   式 
組 入 比 率 

株   式 
先 物 比 率 

純 資 産 
総 額 (分配落) 

税 込 み 
分 配 金 

期 中 
騰 落 率 

 
期 中 
騰 落 率 

 円 円 ％  ％ ％ ％ 百万円 

23期(2020年８月27日) 22,051 0 △ 1.6 2,499.81 4.5 97.6 － 355 

24期(2021年３月１日) 26,136 280 19.8 2,973.96 19.0 98.1 － 381 

25期(2021年８月27日) 26,309 360 2.0 3,047.72 2.5 97.4 － 311 

26期(2022年２月28日) 26,395 340 1.6 3,012.57 △ 1.2 97.8 － 298 

27期(2022年８月29日) 26,918 390 3.5 3,146.25 4.4 96.7 － 308 
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 株式先物比率は買建比率－売建比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額 ベ ン チ マ ー ク 株   式 

組 入 比 率 
株   式 
先 物 比 率  騰 落 率  騰 落 率 

(期  首) 円 ％  ％ ％ ％ 

2022年２月28日 26,395 － 3,012.57 － 97.8 － 

３月末 27,296 3.4 3,142.06 4.3 97.0 － 

４月末 27,012 2.3 3,066.68 1.8 97.3 － 

５月末 27,030 2.4 3,090.73 2.6 97.1 － 

６月末 26,605 0.8 3,027.34 0.5 95.7 － 

７月末 27,156 2.9 3,140.07 4.2 97.6 － 

(期  末)       

2022年８月29日 27,308 3.5 3,146.25 4.4 96.7 － 
 

（注） 期末基準価額は分配金込み、各騰落率は期首比です。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「株式組入比率」「株式先物比率」は実質比率を記載しております。 

（注） 株式先物比率は買建比率－売建比率。 

（注） 月末は、各月の 終営業日です。 

 

※ベンチマークについて 

当ファンドのベンチマークは「ＴＯＰＩＸ(東証株価指数、配当込み)」です。 

当資料で使用している指数等に係る著作権等の知的財産権、その他一切の権利は、当該指数等の開発元または公表元に帰属します。 
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

  
アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信（以下「当ファンド」ということがありま

す。）の運用状況をご報告いたします。 

 

  

  

  
（注） 分配金再投資基準価額は、分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンド運用の実質的なパフォー

マンスを示すものです。 

（注） 分配金を再投資するかどうかについてはお客様がご利用のコースにより異なります。また、ファンドの購入価額により課税条件も異な

ります。したがって、お客様の損益の状況を示すものではありません。 

（注） 上記騰落率は、小数第２位を四捨五入して表示しております。 

（注） 分配金再投資基準価額およびベンチマークは、期首（2022年２月28日）の値が基準価額と同一となるように指数化しております。 

（注） ベンチマークは、TOPIX（東証株価指数、配当込み）です。 

 

○基準価額等の推移 

基準価額（分配金（税込み）再投資）は前期末比＋3.5％※と、ベンチマークであるTOPIX（東証株価指数、

配当込み）の同＋4.4％を下回るパフォーマンスとなりました。 

 
※基準価額の騰落率は、税込み分配金を決算日の基準価額で全額再投資したと仮定した場合のパフォーマンスを示しています。税金、手数

料等を考慮しておりませんので、投資家の皆様の実際の投資成果を示すものではありません。 
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

○基準価額の主な変動要因 

上昇要因 

・コミュニケーション・サービス関連や一般消費財・サービス関連などの保有銘柄の価格上昇 

 

下落要因 

・ヘルスケア関連や情報技術関連などの保有銘柄の価格下落 

 

  
【株式市場】 

日本株式市場は、前期末比で上昇しました。 

 

期初から2022年６月にかけては、ロシアによるウクライナ侵攻やコロナ禍を受けた中国における強力なロッ

クダウン、米国の急激な金利引き上げなどへの懸念から、株式市場は世界的に乱高下が続きました。しかし７

月以降は、米国のインフレ率が頭打ちの兆しを見せたことから、今後の金利や世界経済に関する悲観的な見通

しが後退し、株式市場は世界的におおむね回復基調となりました。国内要因では、急激な円安による交易条件

悪化への懸念が一時高まりましたが、７月以降は為替市場もやや落ち着きを取り戻したほか、円安は輸出企業

の収益にプラスとの見方も広がりました。また、参議院選挙で与党が大勝し政治的不透明感が後退したこと

も、投資家心理の改善に寄与しました。 

 

  
＜当ファンド＞ 

当ファンドはアライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド（以下「マザーファンド」と

いうことがあります。）受益証券への投資を通じて、わが国の株式を中心に投資し、長期的な信託財産の成長

を目指します。 

 

当ファンドはほぼ全額をマザーファンド受益証券に投資しました。 

 

＜マザーファンド＞ 

運用にあたっては、当期も引き続き、ファンダメンタル分析と定量分析の融合によって中期的な収益性と比

較して株価が割安になっている銘柄を厳選するという投資方針を維持しました。 

その結果、セクター配分においては、資本財・サービス・セクターや素材セクターなどの比率が上昇した一

方、情報技術セクターや一般消費財・サービス・セクターなどの比率が低下しました。 
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

  
（注） 組入比率はアライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンドの純資産総額に対する割合です。 

 
※セクターは、MSCI／S&PのGlobal Industry Classification Standard（GICS）の分類で表示しています。 

 

個別銘柄では、日立製作所や三井住友フィナンシャルグループ、スズキなどを追加購入しました。一方、本

田技研工業や日本電信電話、ＥＮＥＯＳホールディングスなどを一部売却しました。 

 

株式の組入比率は期を通じて高い水準を維持しました。 
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

  
ベンチマークとの比較では、当期は、セクター配分、

銘柄選択ともにマイナス要因となりました。 

 

セクター配分では、ヘルスケア・セクターや資本財・

サービス・セクターのアンダーウェイトなどがマイナ

ス要因となりました。 

銘柄選択では、ヘルスケア・セクターや情報技術セ

クター、エネルギー・セクターにおける選択などがマ

イナス要因となりました。個別銘柄では、ＵＴグルー

プやＳＣＲＥＥＮホールディングスなどの保有のほ

か、第一三共を保有していなかったことがマイナス要

因となりました。一方、日本特殊陶業や日本電信電話、

ＥＮＥＯＳホールディングスなどの保有はプラス要因

となりました。 

 
（注） セクターは、MSCI／S&PのGlobal Industry Classification 

Standard（GICS）の分類で表示しています。 

 

 

 

  
当期の収益分配については、配当等収益に基づき、基準価額水準、市場動向等を勘案し、390円（１万口当

たり、税込み）としました。なお、収益分配に充てなかった利益については、信託財産内に留保し「運用の基

本方針」に基づいて運用を行います。 

 

分配原資の内訳  

 （単位：円、１万口当たり、税込み） 

項 目 
第27期 

2022年３月１日～ 
2022年８月29日 

当期分配金 390  

(対基準価額比率) 1.428％ 

 当期の収益 390  

 当期の収益以外 －  

翌期繰越分配対象額 16,917  
 

（注） 対基準価額比率は当期分配金（税込み）の当期末基準価額（分配金込み）に対する比率であり、ファンドの収益率とは異なります。 

（注） 「当期の収益」、「当期の収益以外」は小数以下切り捨てで算出しているため合計が「当期分配金」と一致しない場合があります。 

（注） 上記表は、経費控除後の数値です。分配金の計算過程については、「損益の状況」の注記をご覧ください。 
 
  

  
（注） 基準価額の騰落率は分配金込みです。 

（注） ベンチマークは、TOPIX（東証株価指数、配当込み）です。 
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

  
＜当ファンド＞ 

引き続き、マザーファンド受益証券にほぼ全額投資する方針です。 

 

＜マザーファンド＞ 

世界各国で利上げが進み景気が鈍化するなか、株式市場では当面ボラティリティの高い状態が続くとみられ

ます。しかし、日本ではインフレ率の上昇も比較的小幅で、日本銀行が金融政策を大きく引締める方向に舵を

切ることも想定されないことから、景気悪化は比較的短期で浅いものに終わる可能性が高いと考えられます。 

 

日本株式市場の中でも、特に景気に敏感な輸出関連銘柄は、今後円安の恩恵を受けるとみています。また、

バリュー株は2020年末頃に始まった回復局面が当面は続くと考えています。バリュー株のグロース株に対す

るディスカウント幅は、引き続きまれに見る高水準にあります。また、金利上昇に対してもバリュー株はグ

ロース株よりも抵抗力を持っています。 

 

引き続き、アナリストによる綿密な企業のファンダメンタル分析に基づき、個別銘柄ベースでの様々な投資

機会を発掘し、バリュー株を厳選していく方針です。 

 
※将来の市場環境の変動等により、当該運用方針が変更される場合があります。 
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

○１万口当たりの費用明細 (2022年３月１日～2022年８月29日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率 

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 198  0.734  (a)信託報酬＝期中の平均基準価額×信託報酬率 

 （ 投 信 会 社 ） ( 96)  (0.357)  委託した資金の運用、基準価額の算出等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） ( 96)  (0.357)  購入後の情報提供、交付運用報告書等各種書類の送付、口座内での
ファンドの管理および事務手続き等の対価 

 （ 受 託 会 社 ） (  6)  (0.021)  運用財産の管理、投信会社からの指図の実行の対価 

（b） 売 買 委 託 手 数 料 5   0.017   (b)売買委託手数料＝期中の売買委託手数料÷期中の平均受益権口数 
 

 （ 株  式 ） (  5)  (0.017)  売買委託手数料は、組入金融商品等の売買の際に売買仲介人に支払
う手数料 

（c） そ の 他 費 用 13   0.050   (c)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ そ の 他 ） ( 13)  (0.050)  その他は、監査法人等に支払うファンドの監査に係る費用、信託財
産に関する租税、信託事務の処理に要する諸費用、受益権の管理事
務に係る費用、印刷業者等に支払う法定書類の作成・印刷・交付お
よび届出に係る費用等 

 合 計 216   0.801    

期中の平均基準価額は、26,915円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等の課されるものは消費税等相当額を含めて表示）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法に

より算出した結果です。 

（注） 各金額は各項目ごとに円未満は四捨五入してあります。ただし、平均基準価額は円未満切り捨て。 

（注） 売買委託手数料およびその他費用は、当ファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含

みます。 

（注） 各比率は、１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

（参考情報） 

◯総経費率 

当期中の運用・管理にかかった費用の総額（原則として、募集手数料、売買委託手数料および有

価証券取引税を除く。）を期中の平均受益権口数に期中の平均基準価額（１口当たり）を乗じた数

で除した総経費率（年率）は1.58％です。 
 

  
（注） 当ファンドの費用は１万口当たりの費用明細において用いた簡便法により算出したものです。 

（注） 各費用は、原則として、募集手数料、売買委託手数料および有価証券取引税を含みません。 

（注） 各比率は、年率換算した値です。 

（注） 当ファンドの費用は、親投資信託が支払った費用を含みます。 

（注） 上記の前提条件で算出したものです。このため、これらの値はあくまでも参考であり、実際に発生した費用の比率とは異なります。 
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

○売買及び取引の状況 (2022年３月１日～2022年８月29日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円 
アライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド 3,520 12,927 4,079 15,100 

 
（注） 単位未満は切り捨て。 

 

○株式売買比率 (2022年３月１日～2022年８月29日) 

 

項 目 
当 期 

アライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド 

(a) 期中の株式売買金額 104,158千円 
(b) 期中の平均組入株式時価総額 297,020千円 

(c) 売買高比率（a）／（b） 0.35   
 

（注） 株式売買金額は、受け渡し代金。 

（注） 平均組入株式時価総額は、各月末現在の組入株式時価総額の単純平均。 

（注） 単位未満は切り捨て。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2022年３月１日～2022年８月29日) 

 

 該当事項はございません。 

 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第１項に規定される利害関係人です。 

 

○組入資産の明細 (2022年８月29日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円 

アライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド 83,546 82,987 308,066 
 

（注） 単位未満は切り捨て。 

 

  

親投資信託受益証券の設定、解約状況 

親投資信託残高 
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

○投資信託財産の構成 (2022年８月29日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％ 

アライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド 308,066 97.5 

コール・ローン等、その他 7,761 2.5 

投資信託財産総額 315,827 100.0 
 

（注） 評価額の単位未満は切り捨て。 

 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2022年８月29日現在) 

項 目 当 期 末 

  円 

(A) 資産 315,827,447   

 コール・ローン等 860,882   

 
アライアンス・バーンスタイン・ 
日本バリュー株マザーファンド(評価額) 

308,066,565   

 未収入金 6,900,000   

(B) 負債 7,000,857   

 未払収益分配金 4,474,462   

 未払解約金 139,084   

 未払信託報酬 2,235,583   

 未払利息 2   

 その他未払費用 151,726   

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 308,826,590   

 元本 114,729,800   

 次期繰越損益金 194,096,790   

(D) 受益権総口数 114,729,800口 

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 26,918円 
 

（注） 期首元本額113,049,704円、期中追加設定元本額5,227,606円、

期中一部解約元本額3,547,510円。当期末現在における１口当

たり純資産額2.6918円。 
 

○損益の状況 (2022年３月１日～2022年８月29日) 

項 目 当 期 

  円 

(A) 配当等収益 △        115   

 支払利息 △        115   

(B) 有価証券売買損益 12,493,580   

 売買益 12,739,539   

 売買損 △    245,959   

(C) 信託報酬等 △  2,387,328   

(D) 当期損益金(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 10,106,137   

(E) 前期繰越損益金 42,006,169   

(F) 追加信託差損益金 146,458,946   

 (配当等相当額) (  118,264,116)  

 (売買損益相当額) (   28,194,830)  

(G) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 198,571,252   

(H) 収益分配金 △  4,474,462   

 次期繰越損益金(Ｇ＋Ｈ) 194,096,790   

 追加信託差損益金 146,458,946   

 (配当等相当額) (  118,264,116)  

 (売買損益相当額) (   28,194,830)  

 分配準備積立金 47,637,959   

 繰越損益金 △        115   
 

（注） 損益の状況の中で(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによ

るものを含みます。 

（注） 損益の状況の中で(C)信託報酬等には信託報酬に対する消費税

等相当額およびその他費用等を含めて表示しています。 

（注） 損益の状況の中で(F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追

加設定の際、追加設定をした価額から元本を差し引いた差額分

をいいます。 

（注） 第27期計算期間末における費用控除後の配当等収益額（0円）、費

用控除後・繰越欠損金補填後の有価証券売買等損益額

（10,106,112円）、収益調整金額（146,458,831円）および分配準備

積立金額（42,006,309円）より分配対象収益額は198,571,252円

（10,000口当たり17,307円）であり、うち4,474,462円（10,000口

当たり390円）を分配金額としております。   
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 390円 
 
 

★分配金の内訳、税金の取扱いは以下のとおりです。 

 
 
◇課税上の取扱い 

①分配金の課税について 

 ・ 分配金は「普通分配金」と「元本払戻金（特別分配金）」に区分され、普通分配金に課税されます。 

 ・ 分配落ち後の基準価額が受益者の個別元本と同額または受益者の個別元本を上回る場合には、分配金の全額が普通分配金となります。 

 ・ 分配落ち後の基準価額が受益者の個別元本を下回る場合には、下回る部分の額が元本払戻金（特別分配金）、分配金から元本払戻金（特

別分配金）を控除した額が普通分配金となります。ただし分配落ち後の基準価額が受益者の個別元本を下回り、かつ分配金と分配落ち

後の基準価額を加えたものが受益者の個別元本と同額か下回る場合には、分配金の全額が元本払戻金（特別分配金）となります。 

 ・ 元本払戻金（特別分配金）が発生した場合は、分配金発生時に個々の受益者の個別元本から当該元本払戻金（特別分配金）を控除した

額が、その後の個々の受益者の個別元本となります。 

②個人の課税上の取扱い 

 ・ 元本払戻金（特別分配金）：元本払戻金（特別分配金）は、お客様の取得元本の一部の払い戻しに当たるため、課税されません。 

 ・ 普通分配金：個人の受益者の源泉徴収時には、配当所得として以下のように課税されます。 

20.315％（所得税15.315％、地方税５％） 

※ 法人の場合は上記とは異なります。 

 

※税法が改正された場合等には上記の内容が変更されることがあります。詳しくは販売会社へお問い合わせください。 

※外国税額控除の適用となった場合には、普通分配金から源泉徴収される税額が上記と異なる場合があります。 

※税金の取扱いの詳細については、税務専門家等にご相談されることをお勧めします。 
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

○（参考情報）親投資信託の組入資産の明細 (2022年８月29日現在) 

＜アライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド＞ 
 下記は、アライアンス・バーンスタイン・日本バリュー株マザーファンド全体(82,987千口)の内容です。 

 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

建設業（1.3％）    

大東建託 0.29 0.29 3,941 

食料品（5.6％）    

森永製菓 0.53 0.53 2,130 

アサヒグループホールディングス 0.79 0.95 4,446 

キリンホールディングス 1.34 2.04 4,590 

コカ・コーラ ボトラーズジャパンホールディングス 1.44 － － 

ニチレイ 2.2 2.23 5,505 

日本たばこ産業 0.68 － － 

パルプ・紙（2.2％）    

レンゴー 5.4 8.02 6,552 

化学（6.7％）    

東ソー 3.15 3.18 5,724 

エア・ウォーター 2.89 2.94 5,115 

日本ゼオン 3 4.35 5,815 

ポーラ・オルビスホールディングス 2.21 2.21 3,440 

医薬品（3.9％）    

日本新薬 1.18 1.13 8,429 

参天製薬 3.2 3.2 3,206 

石油・石炭製品（3.1％）    

ＥＮＥＯＳホールディングス 19.1 17.4 9,150 

ゴム製品（1.2％）    

ＴＯＹＯ ＴＩＲＥ 4.32 2.17 3,623 

ガラス・土石製品（1.8％）    

日本特殊陶業 2.14 1.84 5,253 

非鉄金属（3.2％）    

住友金属鉱山 0.7 0.7 3,070 

住友電気工業 4.65 4 6,416 

機械（2.9％）    

アマダ － 2.8 2,998 

ローツェ 0.3 0.3 2,538 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

ＩＨＩ 0.915 0.915 3,261 

電気機器（11.5％）    

日立製作所 1.17 1.37 9,426 

富士電機 0.915 0.745 4,402 

富士通 0.29 0.105 1,707 

沖電気工業 6.25 6.12 4,583 

パナソニック ホールディングス 2.4 － － 

ソニーグループ 0.775 0.78 8,810 

ＳＣＲＥＥＮホールディングス 0.745 0.56 5,269 

輸送用機器（10.4％）    

豊田自動織機 0.585 0.72 5,536 

トヨタ自動車 － 2.73 5,705 

本田技研工業 2.74 2.21 8,108 

スズキ 1.635 1.84 8,778 

テイ・エス テック 1.5 1.9 2,964 

その他製品（1.0％）    

アシックス － 1.23 3,062 

陸運業（3.3％）    

東日本旅客鉄道 0.8 0.8 5,552 

山九 1.2 1 4,235 

情報・通信業（14.7％）    

ＮＥＣネッツエスアイ 2.38 2.84 4,742 

日本オラクル 0.2 － － 

大塚商会 1.28 1.47 6,629 

ＢＩＰＲＯＧＹ 1.45 2.34 7,125 

日本電信電話 4.43 4.07 15,274 

ＫＡＤＯＫＡＷＡ － 1.4 4,121 

コナミグループ 1.18 0.835 5,920 

卸売業（2.5％）    

三菱商事 2.295 1.655 7,493 
 

国内株式 
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アライアンス・バーンスタイン・日本プレミア・バリュー株投信 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

小売業（6.8％）    

エービーシー・マート 0.56 0.53 2,962 

アスクル 3.17 3.23 5,749 

セブン＆アイ・ホールディングス 1.365 1.075 6,042 

しまむら － 0.135 1,699 

サンドラッグ 1.14 1.1 3,784 

銀行業（6.3％）    

三菱ＵＦＪフィナンシャル・グループ 14.23 12.35 8,954 

三井住友フィナンシャルグループ 2.065 2.38 9,969 

その他金融業（1.9％）    

オリックス 2.58 2.56 5,785 
 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

株  数 株  数 評 価 額 

 千株 千株 千円 

不動産業（4.9％）    

パーク２４ 2.12 3.18 6,111 

三井不動産 3.26 3.075 8,605 

サービス業（4.8％）    

ＵＴグループ 1.58 1.88 5,200 

ディップ 0.9 1.39 5,017 

アウトソーシング 3.46 3.46 4,158 

ベネッセホールディングス 2.09 － － 

合 計 
株 数 ・ 金 額 133 134 298,707 

銘柄数＜比率＞ 54 54 ＜97.0％＞ 
 
(注） 銘柄欄の（ ）内は、国内株式の評価総額に対する各業種の比率。

(注） 合計欄の＜ ＞内は、純資産総額に対する評価額の比率。 

(注） 評価額の単位未満は切り捨て。 

(注） －印は該当なし。 
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